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1 長崎市国保の現状と今後の対応につぃて

(1)被保険者数の状況
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一般被保険者數

長崎市国保の被保

険者数は、人口減少
や高齢化に伴う後期
高齢者医療制度への

移行などの影響で、
年々減少している。

一方、被保険者のう
ち、70~74歳の被保険

者数(下記グラフ参照)
は、団塊の世代の影

響により、R3年度まで

増加し、その後、75歳

に到達するR4年度か
ら後期高齢者医療制
度への移行により減少

することが見込まれる。
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※退職被保険者数は、退職者医療制度の廃止後(H26年度
末廃止)、経過措置期間を経て、R3以降は対象者0人と
なっている。
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(2)国保税の状況
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国保税の課税額は、H28年度の税率改定により、一旦は増加しているが、その後、被保険者数
の減少などにより、年々減少傾向にある。

一方、1人あたり課税額は横ぱい傾向となっており、R2実績で中核市62市中44位と低い状況であ
る。
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(3)保険給付費の状況
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保険給付費総額は、被保険者数の減少により年々減少している。一方、1人あたり保険給付費
は高齢者数の増加や医療の高度化などにより、年々増加傾向にあり、医療費ベースで見ると、R2
実績で中核市62市中1位という状況である。

今後は、1人あたり保険給付費の高い70~74歳の被保険者数のピークをR3年度と見込んでお
り、R4年度からは、団塊の世代が順次、後期高齢者医療へ移行し、70~74歳の保険給付費が大
きく減少することにより、保険給付費総額も減少幅が大きくなることが見込まれる。
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(4)国保事業費納付金の状況
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国保事業費納付金の推移1 前期高齢者交付金の精算阻加交
付)1こより納付金が減少
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H30年度の県単位化により新たに導入された国保事業贊納付金は、県が、全ての市町から収
集した被保険者数や医療費等の情報及び、国から通知される係数(医療費指数才甫助金係数等)
をもとにシステムにより算定を行い、毎年11月に仮算定、翌年1月に本算定(確定)を行い、市町に
通知する。

なお、納付金は前期高齢者交付金の精算行為(2年ごどなどにより各年において増減がある。
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(※)仮算定の納付金は、'現時点で国が示す仮係数等により県が試算した金額であり、R3.12月
末に国が示す本係数を新たに反映させ、R4.1月の本算定により最終の納付金が県から市町に
示される予定。
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(5)国保の財政状況
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国保特別会計は、H25年度から単年度収支の赤字が続く中、H27年度の医療費の急増による
財政悪化により、H28年度に税率改定を行っている。二れにより、H28・29年度の単年度収支は
黒字を維持したが、引き続く国保税収入の減や被爆者に係る国の特別調整交付金の減、1人あた
リイ呆険給付費の増(給付費の高止まり)などの要因により、H30年度の単年度収支は再ぴ赤字と
なり、以降、赤字状態力泳売いている。

※R元・2年度の収支不足(赤字)は、財政調整基金からの繰入れにより補填した。
※R3年度は予算編成において赤字が見込まれたため税率改定(増額)を検討したが、新型コロナ
ウィルス感染症による被保険者への影響などを考慮し、残る基金を全て充てた上で、なお不足する
部分を一般会計から借り入れることにより補填し、税率を据え置いた。
なお、 R3年度の決算見込は、基金を全額(431,378千円)取り崩しても収支不足額(▲175,080千

円)が発生する見込みであり、この不足は借入れ(一般会計又は県財政安定化基金)により補填す
る予定である。(R8一般会計借入金予算額 308,031千円)
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1 令和2年度決算の状況
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2 令和3年度決算見込の状況(R3年"月12日時点)
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(6)今後の対応

R4年度においても、歳入において、被保険者数の減少による保険税収入の減や、被爆者
に係る国の特別調整交付金の皆減などによる収入減、歳出において、1人当たり保険給付
費の増や、国保事業費紬付金の増などが見込まれる。今回、県が示したR4年度納付金(仮
算定)をもとに国保会計の収支を試算した結果、R4年度も数億円の収支不足が見込まれる
状況である。

これまで、収支不足(赤字)を補填してきた基金の保有額も0となることが見込まれ、赤字額
を補填するため.の新たな収入は何も見込めない状況であることから、税率改定(増額)の検
討が必要である。

なお、令和4年1月の本算定による納付金が県から示された後、税率改定に係る最終的な
意思決定を行うこととなるが、税率改定を実施する場合には、国保運営協議会への諮問及
び答申等を経た後に、令和4年2月議会に条例改正等の議案を提出したい。



2 感染症研究拠点整備に関する諸会議の開催状況等について

前回の所管事項調査以降に開催された会議等については、次のとおり。

(1)長崎大学における感染症研究拠点整備に関する地域連絡協議会

ア目的,委員構成等

設置者

設置日

設置目的

長崎大学

平成28年4月1日

委員構成

検討状況に関する情報の地域住民への提供を行うとともに、地域住民の安

全・安心の確保等について協議。

近隣連合自治会長・自治会長(7 名)

その他地域住民等(公募委員)(5名)

学識経験者・専門家 q名)

行政(長崎県医療政策課長・長崎市地域保健課長)(2名)

長崎大学(長崎大学感染症共同研究拠点副拠点長ほか)(6名)

イ 直近の開催状況

回数

第訟回

第39 回

令和 3年7月19日(月)

17時30分~19時45分

日

ウ主な質問・意見等

【第 38 回】

長崎大学より研究棟の建設工事の進捗状況について説明がなされた。

》現在、基礎のコンクリート打設が完了し、1階の床のコンクリート打設を経て、鉄

筋の組み立て等を進めている。

時

令和3年10月26日(火)

17時30分~19時35分

①報告事項について

②委員からの質問・意見への回答について

①報告事項について

②委員からの質問・意見への回答について

8
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委員からの質問・意見等は次のとおり。

① HEPAフィルターを交換するときの煉蒸について、ホルマリン煙蒸すると施設

外の大気汚染はどうなるのか。住民側として心晒三いらないと考えてよいか。

②実験動物の盗取等を避けるため、動物にマイクロチップを埋め込むような対

策はいかがか。

③ BSL-4 施設で何か起きた場合、住民への伝達につぃて、市が大学と連携を取

つてきちんとした情報を住民に伝達すべきだと思う。 7月に建物の引き渡し

を受け、着々と申請に向かって進んでいくということなので、ゆっくり考え

るのではなく、早急に対応を出してもらいたい。

④施設を見学して素晴らしい施設ができており確かに安心したが、造ったから

もう大丈夫ということではなく、実際はこれからが始まりだと思うので、安

心安全に向けて、気を引き締めて対応してほしい。

①本施設においては二酸化塩素を使用し、大気汚染の心配がいらないよう適切

な濃度管理のもとで排気に回すことを考えております。

②小動物についても、実験者が悪意を持って動物を外に持ち出すことは状況的

に不可能であり、盗取を防止するようなマイクロチップは現状では考えてい

ない。

③この協議会で議論を積み上げていくのは限界があるので、県、市、大学の三

者で各々が思っていることを議論し、三者が有効に機能する仕組みのたたき

台を三者で作り、地域連絡協議会に示したい。

④これからが安全管理を高めていく正念場であり、住民の安全安心がかなうよ

うに対応を進めたく考えている。

回

答

工 今後のスケジュール等(予定)

題回数

第40回 令和 4年1月12日(水)

日

9

時 主な

未定

質
問

意
見
等

議



長崎大学では、地域連絡協議会の報告会、自治会・関係団体等への説明会、市民公開

講座等を随時開催予定としている。現在、新型コロナウィルス感染症の影響により、人

を集めての報告会や説明会等の開催が困難な状況となっているが、最近では、本年7月

31日にオンラインによる市民公開講座を開催している。

さらに、地域連絡協議会の報告等については、議論の内容等をまとめた「BSL-4R即ort」

を発行し、近隣にお住まいの方にボスティングする他、「N プラス」などの紹介パンフ

レットを発行することで市民の理解促進に努めている。

(2)感染症研究拠点の形成に関する検討委員会

ア目的・委員構成等

設置者

設置日

設置目的

内閣官房

平成 28年3月31日

政府一体となって我が国の感染症研究機能の強化を推進する観点から、

BSL4 施設を中核とした感染症研究拠点の形成に関する支援に係る関係行

政機関の検討及び調整の促進を図る。

委員構成 内閣官房内閣審議官(2名)、内閣府健康・医療戦略推進事務局次長、

文部科学省大臣官房審議官

厚生労働省大臣官房審議官、国立感染症研究所副所長

長崎大学感染症共同研究拠点副拠点長

長崎大学感染症共同研究拠点高度安全実験(BSL-4)施設設置準備室長

長崎県副知事、・長崎市副市長

イ

】

直近の開催状況

回数

第6 回 令和 3年7月14日(フk)

15時00分~15時30分

日 時

①長崎大学の高度安全実験施設(BSL^4施

設)整備に係る進捗状況等について

主な議題

10
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,ウ主な質問・意見等

長崎大学より建設工事の進捗状況、地域理解の促進に向けた取り組み等にっいて説明

がなされた。

①令和3年7月末に竣工予定とのことであるが、厚生労働大臣の指定を受けるま

でのおぉまかなスケジュール感を教えていただきたい。(長崎市)

②稼働にあたっては、地域住民の安全安心への不安をどのように払拭するかとい

うことがさらに重要になってくると考えており、今後とも引き続き取り組みを

継続していただきたい。また、有事の際の緊急事態マニュアルの策定にっいて

は、国においても、しっかりサボート、アドバイスをお願いしたい。併せて、

施設の安全で安定した運営のため、予算の確保にっいても引き続き後押しをお

願いしたい。(長崎市)

③研究棟にっいて、BSL-3までの研究がなされるという理解でよいか。(国立感染

症研究所)

①指定するのは厚生労働省であり、大学から明確には申し上げられない'(長崎
大学)

施設整備等のハード面と管理体制のソフト面の両面の基準を満たすように立

ち入り調査、書類審査、現場確認を繰り返す必要がある。(厚生労働省)

②地元の住民、地方自治体の方々のご理解をいただきながら進めていきたいと思

つており、厚生労働大臣の指定を受けるためにしっかりと準備していけたらと

考えているので、引き続き皆様のご協力をお願いしたい。(文部科学省)

③研究棟には研究者や事務職員がいる居室、BSL-2 の通常実験室、BSL-3 の実験

室があり、例えぱコロナに関する研究開発や BSL-2、 BSL-3 の病原体の研究に

関しては研究棟の方で主に実施させていただく事になると思う。(長崎大学)

回
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質
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意
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等
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